
 ２０１９年１月１日以降に公示されたの電波法関係主要告示等  2019年4月30日現在

告示番号 掲載年月日 件 名 根拠法令 関連告示

総務省告示 第1号 平成31年1月9日

特定機器に係る適合性評価手続の結果の外国との相互承認の実施に関する法律第三十第一号の規定
に基づき公示をする件

　注１　特定機器に係る適合性評価手続の結果の外国との相互承認の実施に関する法律

特定機器の相互
承認に関する法律
（略表記　注１）

総務省告示 第2号 平成31年1月9日

特定機器に係る適合性評価手続の結果の外国との相互承認の実施に関する法律施行規則第十五条の
規定により読み替えて適用される特定無線設備の技術基準適合証明等に関する規則様式第七号の規定
に基づき登録外国適合性評価機関の区別及びその他の文字等を定める件の一部を改正する件

　注２　　「技適証明等規則」　→　「特定無線設備の技術基準適合証明等に関する規則」

技適証明等規則
（略表記　注２）

平成19年
総務省告示第638号

総務省告示 第4号 平成31年1月11日 無線機器型式検定に合格した機器の件
無線機器型式検定
規則

総務省告示 第12号 平成31年1月22日
有線一般放送の品質に関する技術基準を定める省令第二十一条の規定に基づき総務大臣が別に告示
するＩＰアドレスを定める件

有線一般放送の品
質に関する技術基準
を定める省令

総務省告示 第13号 平成31年1月22日
有線テレビジョン放送等の受信に影響を与えることが検知されないための技術的条件を定める件の一部
を改正する件

有線一般放送の品
質に関する技術基準
を定める省令

平成23年
総務省告示第315号

総務省告示 第14号 平成31年1月24日
陸上移動業務の無線局、携帯移動業務の無線局、簡易無線局及び構内無線局の申請の審査に適用す
る受信設備の特性を定める件の一部を改正する件

電波法
昭和61年
郵政省告示第395号

総務省告示 第15号 平成31年1月24日 工事設計書の記載の一部を省略することができる適合表示無線設備を定める件の一部を改正する件
無線局免許手続規
則

平成5年
郵政省告示第407号

総務省告示 第16号 平成31年1月24日
外国の無線局の無線設備が電波法第三章に定める技術基準に相当する技術基準に適合する事実を定
める件の一部を改正する件

無線局免許手続規
則

平成15年
総務省告示第344号

総務省告示 第17号 平成31年1月24日
登録検査等事業者等規則第十七条及び別表第五号第三の三⑵の規定に基づく登録検査等事業者等が
行う検査の実施方法等及び無線設備の総合試験の具体的な確認の方法を定める件の一部を改正する件

登録検査等事業者
等規則

平成23年
総務省告示第278号

総務省告示 第18号 平成31年1月24日
登録検査等事業者等規則第二十条及び別表第七号第三の三⑵の規定に基づく登録検査等事業者等が
行う点検の実施方法等及び無線設備の総合試験の具体的な確認の方法を定める件の一部を改正する件

登録検査等事業者
等規則

平成23年
総務省告示第279号

総務省告示 第19号 平成31年1月24日
電波法第六条第八項の規定に基づき、同項各号の無線局が使用する電波の周波数を定める件の一部を
改正する件

電波法
平成24年
総務省告示第426号

総務省告示 第20号 平成31年1月24日 周波数割当計画の一部を変更する件 電波法
平成24年
総務省告示第471号
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 ２０１９年１月１日以降に公示されたの電波法関係主要告示等  2019年4月30日現在

告示番号 掲載年月日 件　　　　　　　　名 根拠法令 関連告示

総務省告示 第21号 平成31年1月24日 キャリアアグリゲーション技術を用いて行ってはならない通信を定める件を廃止する件 電波法施行規則等
平成26年
総務省告示第339号
（平成31年1月24日廃止）

総務省告示 第22号 平成31年1月24日
無線局免許申請書等に添付する無線局事項書等の各欄の記載に用いるコード（無線局の目的コード及び
通信事項コードを除く。）を定める件の一部を改正する件

無線局免許手続規
則

平成30年
総務省告示第356号

総務省告示 第23号 平成31年1月24日
シングルキャリア周波数分割多元接続方式又は直交周波数分割多元接続方式携帯無線通信を行う無線
局の技術的条件を定める件

無線設備規則

総務省告示 第24号 平成31年1月24日 第五世代移動通信システムの導入のための特定基地局の開設に関する指針を定める件 電波法

総務省告示 第25号 平成31年1月24日
第五世代移動通信システムの導入のための特定基地局の開設に関する指針を定める件に基づく特定基
地局の開設計画の認定の申請期間等を定める件

電波法
平成31年
総務省告示第24号

総務省告示 第26号 平成31年1月24日
端末設備であって電波を使用するもののうち、利用者からの接続の請求を拒めないものを定める件の一
部を改正する件

電気通信事業法施
行規則

平成6年
郵政省告示第72号

総務省告示 第27号 平成31年1月24日 端末設備等規則の規定に基づく識別符号の条件等を定める件の一部を改正する件 端末設備等規則
平成6年
郵政省告示第424号

総務省告示 第28号 平成31年1月24日 端末機器の技術基準適合認定等に関する試験方法を定める件の一部を改正する件
端末機器の技術基
準適合認定等に関
する規則

平成16年
総務省告示第99号

総務省告示 第29号 平成31年1月24日
インターネットプロトコル電話端末及び専用通信回線設備等端末の電気的条件等を定める件の一部を改
正する件

端末設備等規則
平成23年
総務省告示第87号

総務省告示 第30号 平成31年1月24日
インターネットプロトコル移動電話端末又は自営電気通信設備であって、インターネットプロトコル移動電
話用設備に接続されるものの送信タイミングの条件等を定める件

端末設備等規則
平成26年
総務省告示第343号
（平成31年1月24日廃止）

総務省告示 第31号 平成31年1月28日 本邦外に在住する日本人向けの広報を送信する無線局の運用に関する件の一部を改正する件 無線局運用規則
平成28年
総務省告示第8号

総務省告示 第43号 平成31年2月8日
委託による無線局の周波数の測定に関する手続、測定方法及び手数料等を定める件の一部を改正する
件

総務省設置法
昭和28年
郵政省告示第763号

総務省告示 第44号 平成31年2月8日
指定無線設備を使用する無線局の免許の申請書を提出すべき官署の名称及び所在地を定める件の一部
を改正する件

電波法
平成6年
郵政省告示第177号
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 ２０１９年１月１日以降に公示されたの電波法関係主要告示等  2019年4月30日現在

告示番号 掲載年月日 件　　　　　　　　名 根拠法令 関連告示

総務省告示 第45号 平成31年2月8日 電波法第百条等に規定する電波の監視を行う場所に関する件の一部を改正する件
電波法
無線局の開設の根
本的基準 等

平成13年
総務省告示第189号

総務省告示 第46号 平成31年2月8日 電波法第百二条に規定する無線方位測定装置の設置場所に関する件の一部を改正する件 電波法
平成13年
総務省告示第190号

総務省告示 第76号 平成31年3月11日 周波数割当計画の一部を変更する件 電波法
平成24年
総務省告示第471号

総務省告示 第77号 平成31年3月11日 飛行場情報の通報を自動的に送信する無線局の運用に関する事項を定める件 無線局運用規則

昭和50年
郵政省告示第307号
（平成31年3月11日廃止）
昭和59年
郵政省告示第967号
（平成31年3月11日廃止）

総務省告示 第78号 平成31年3月11日 航空無線航行業務に使用する電波の型式及び周波数等を定める件 無線局運用規則
平成14年
総務省告示第204号
（平成31年3月11日廃止）

総務省告示 第79号 平成31年3月11日 ＧＢＡＳの無線局の無線設備の技術的条件を定める件 無線設備規則

総務省告示 第80号 平成31年3月11日
Ｇ一Ｄ又はＧ七Ｄ電波一〇八・〇二五MHz以上一一七・九七五MHz以下の周波数の電波を使用する航空
無線航行業務の無線局の無線設備の不要発射の強度の許容値を定める件

無線設備規則

官庁報告 平成31年3月13日 衛星基幹放送の業務の認定申請受付について - -

総務省告示 第88号 平成31年3月18日 納付受託者の事務所の所在地の変更の件 電波法

総務省告示 第89号 平成31年3月18日 登録証明機関の住所の変更に関する件 電波法

総務省告示 第91号 平成31年3月18日 登録証明機関の住所及び技術基準適合証明の業務を行う事務所の所在地の変更に関する件 電波法

総務省告示 第96号 平成31年3月22日 電波法等の規定により伝搬障害防止区域を指定する件 （平成31年4月1日施行） 電波法 －
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 ２０１９年１月１日以降に公示されたの電波法関係主要告示等  2019年4月30日現在

告示番号 掲載年月日 件　　　　　　　　名 根拠法令 関連告示

総務省告示 第97号 平成31年3月22日

電波法等の規定により伝搬障害防止区域を指定する件等の一部を改正する件
　　　・昭和46年郵政省告示第82号等、告示３５件の一部改正（平成31年4月1日施行）
　　　・昭和40年郵政省告示第255号、昭和45年郵政省告示第398号及び
　　　  昭和55年郵政省告示第573号（平成31年3月31日廃止)

電波法 -

総務省告示 第118号 平成31年3月27日
特定小電力無線局の無線設備の一の筐体に収めることを要しない装置、送信時間制限装置及びキャリア
センスの技術的条件等を定める件の一部を改正する件

無線設備規則
平成元年
郵政省告示第49号

総務省告示 第119号 平成31年3月27日 無線従事者の資格を要しない簡易な操作を定める件の一部を改正する件 電波法施行規則
平成2年
郵政省告示第240号

総務省告示 第120号 平成31年3月27日 端末設備等規則の規定に基づく識別符号の条件等を定める件の一部を改正する件 端末設備等規則
平成6年
郵政省告示第424号

総務省告示 第121号 平成31年3月27日 別に定める特定小電力無線局の無線設備の占有周波数帯幅の許容値を定める件の一部を改正する件 無線設備規則
平成18年
総務省告示第659号

総務省告示 第122号 平成31年3月27日 周波数割当計画の一部を変更する件 電波法
平成24年
総務省告示第471号

総務省告示 第123号 平成31年3月27日
九二〇MHz帯の周波数の電波を使用する陸上移動局の無線設備の送信時間制限装置及びキャリアセン
スの技術的条件を定める件

無線設備規則
平成29年
総務省告示第292号
（平成31年3月27日廃止）

総務省告示 第124号 平成31年3月27日
登録検査等事業者等規則第十七条及び別表第五号第三の三⑵の規定に基づく登録検査等事業者等が
行う検査の実施方法等及び無線設備の総合試験の具体的な確認の方法を定める件の一部を改正する件

登録検査等事業者
等規則

平成23年
総務省告示第278号

総務省告示 第125号 平成31年3月27日
登録検査等事業者等規則第二十条及び別表第七号第三の三⑵の規定に基づく登録検査等事業者等が
行う点検の実施方法等及び無線設備の総合試験の具体的な確認の方法を定める件の一部を改正する件

登録検査等事業者
等規則

平成23年
総務省告示第279号

総務省告示 第169号 平成31年4月1日 オブジェクト識別子構成要素値を指定した件 -
平成2年
郵政省告示第729号

総務省告示 第171号 平成31年4月1日 登録証明機関の技術基準適合証明の業務を行う事務所の所在地の変更に関する件 電波法 -

官庁報告 平成31年4月11日 船舶局無線従事者証明の申請者に対する訓練の実施 - -

総務省告示 第184号 平成31年4月17日
東経百五十度の対地静止衛星軌道における電気通信業務用人工衛星局の免許の申請期間等に関する
件

電波法 -
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告示番号 掲載年月日 件　　　　　　　　名 根拠法令 関連告示

総務省告示 第189号 平成31年4月22日 電波法等の規定により伝搬障害防止区域を指定する件 電波法 -

総務省告示 第190号 平成31年4月22日
電波法等の規定により伝搬障害防止区域を指定する件等の一部を改正する件
　　　・昭和44年郵政省告示第11号等、告示２６件の一部改正
　　　・昭和46年郵政省告示第90号の廃止

電波法 -

総務省告示 第192号 平成31年4月22日
無線局免許手続規則の規定により、簡易な免許手続を行なうことのできる無線局を定める件の一部を改
正する件

無線局免許手続規
則

昭和36年
郵政省告示第199号

総務省告示 第193号 平成31年4月22日
電波法施行規則の規定により許可を要しない工事設計の軽微な事項を定める等の件の一部を改正する
件

電波法施行規則
昭和51年
郵政省告示第87号

総務省告示 第194号 平成31年4月22日
陸上移動業務の無線局、携帯移動業務の無線局、簡易無線局及び構内無線局の申請の審査に適用す
る受信設備の特性を定める件の一部を改正する件

電波法
昭和61年
郵政省告示第395号

総務省告示 第195号 平成31年4月22日 工事設計書の記載の一部を省略することができる適合表示無線設備を定める件の一部を改正する件
無線局免許手続規
則

平成5年
郵政省告示第407号

総務省告示 第196号 平成31年4月22日
陸上移動業務の無線局において使用する電波の周波数を表示する記号を定める件の全部を改正する件
の一部を改正する件

無線局免許手続規
則

平成23年
総務省告示第520号

総務省告示 第197号 平成31年4月22日
無線設備規則第十四条の二第一項の規定に基づく総務大臣が別に告示する無線設備を定める件の一部
を改正する件

無線設備規則
平成25年
総務省告示第323号

総務省告示 第198号 平成31年4月22日
無線設備規則第十四条の二第二項の規定に基づく総務大臣が別に告示する無線設備を定める件の一部
を改正する件

無線設備規則
平成27年
総務省告示第423号

総務省告示 第199号 平成31年4月22日
無線局免許申請書等に添付する無線局事項書等の各欄の記載に用いるコード（無線局の目的コード及び
通信事項コードを除く。）を定める件の一部を改正する件

無線局免許手続規
則

平成30年
総務省告示第356号

総務省告示 第200号 平成31年4月22日 高度ＭＣＡ陸上移動通信を行う無線局等の送信装置の技術的条件を定める件 無線設備規則 -

総務省告示 第201号 平成31年4月22日

ＭＣＡ陸上移動通信を行うＭＣＡ制御局等の無線設備の技術的条件を定める件等を廃止する件
　　　・平成5年郵政省告示第123号（廃止）
　　　・平成5年郵政省告示第124号（廃止）
　　　・平成6年郵政省告示第190号（廃止）

電波法施行規則等 -

官庁報告 平成31年4月22日 日本放送協会平成三十一年度収支予算について 放送法 -

5/6



 ２０１９年１月１日以降に公示されたの電波法関係主要告示等  2019年4月30日現在

告示番号 掲載年月日 件　　　　　　　　名 根拠法令 関連告示

総務省告示 第202号 平成31年4月23日 臨時の利用状況調査の対象となる割当周波数帯、地域その他の必要な事項を定める件 電波法
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